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YOKOGAWAグループが扱う全体の物質収支とエネル

ギー収支に関する投入と排出の状況、及びそれによる環

境負荷を全体像にまとめました。さらにこれを基礎デー

タとして、環境影響を定量的に把握し、環境保全活動評

価に反映しています。

1. 環境負荷の全体像

18サイトにおける2001年度のエネルギーおよび投入・

排出物量（部材、製品を除く）の年間収支（使用量、排

出量）の状況（以降エコバランスと称します）は下図の

通りです。ここで、部材については種類が多種にわたり、

重量（トン）で把握することが難しいために数値化は出

来ておりません。

2. 環境保全活動評価の考え方

前述のエコバランスを基礎データとして、YOKOGAWA

グループでは、事業活動による環境影響（環境負荷）を

定量的に把握し、効率的な改善施策の決定と実施結果の

評価につなぐことを試行しています。その方法は後述す

る「エコポイント法」と称するものです。

YOKOGAWAグループでは出来るだけ定量化を図ること

によって、客観的データにもとづいた施策の評価と決定

を行なっていこうと努力しています。

前述の算出によって、2001年度のエネルギー及び投入・

排出物量（部材・製品は除く）による環境影響を統合し

た環境負荷指標は36,729EPとなりました。

エネルギー消費： 
7.61×10 MJ8
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燃料燃焼 

本社 
機能 製造 （加工、表面処理、組立） 

洗浄、めっき、塗装 
販売 

サービス 

排水処理 

トリクロロエチレン 
テトラクロロエチレン 
ジクロロメタン等 

電力 

ガス 

石油 

水道水 

発電 

部品 
材料 紙 フロン類 毒劇物 有機則 

対象物質 鉛 その他 

地下水 

PRTR対象物質 

／開発／調達 

2001年度18サイトのエコバランス
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1. *エコポイント（EP）について

製品の*ライフサイクルアセスメント（LCA）に関し

ては、最近多くのところで種々の試みがなされています。

しかし、工場等の事業所（サイト）全体を対象に環境負

荷を評価することは、まだほとんどなされていないのが

現状です。*エコポイント（EP）とは、サイト全体の環

境負荷を総合的に把握・分析し、その影響度を算出した

環境負荷指標のことです。環境負荷指標が大きいほど、

環境に悪いことを意味します。

YOKOGAWAグループでは環境経営を進める上で、

このようなアセスメントが重要との認識で率先して取り

組んでいます。EPの考えは2000年度に導入しましたが、

2001年度では、有害物質の影響や廃棄物の汚染なども反

映させた新たなエコポイント法を活用することにしまし

た。YOKOGAWAグループでは、これを用いてどのよう

な環境負荷がどの程度与えているかを定量的に評価し、

環境保全施策を考えていくための方法論を確立していき

ます。

2. エコポイント（EP）の算出プロセス

EPの算出のフローを示したのが次の図です。先ず環

境負荷の全体像を把握し、次いでLCA等による排出物質

分析（*インベントリ分析）により資源消費、大気圏・

水圏（地下水）等への排出物量を求め、これに環境への

影響度を統一単位である*エコファクターを用いて統合

指標を算出します。排出物質分析は主にNIRE（産業技

術総合研究所ライフサイクルアセスメント研究センター）

のLCAデータを用いています。また、エコファクターは

主にスイス環境庁が提案している値を用い、次の算出式

で統合指標を求めています。

エコポイント（EP）＝Σ（LCAインベントリ分析結

果）×（エコファクター）

2001年度の18サイトの環境負荷を環境負荷物質別に

EP値として算出したところ、“電力”と“はんだ”が相

対的に大きな値を示しており、YOKOGAWAグループは、

この環境負荷低減を環境保全活動の重要な課題として取

り組んでいます。

このような定量化技法は、環境影響を単純化しすぎた

ところやエコファクターとしてスイスの現状データを使

うなど、日本の状況にそぐわない面もあり未だ試行錯誤

の段階ですが、YOKOGAWAグループは環境保全活動に

おいても、常にデータをもとにした評価と施策推進を

行っていきます。

電力 
都市ガス 
LPG 
重油･灯油 
洋紙 
鉛はんだ 
有害化学物質 
ODP物質 
VOC物質 
上・下水道 
廃棄物 

kWh 
m3 

kg 
Ｌ 
kg 
kg 
kg 
kg 
kg 
m3 
kg 
 

環境負荷把握 
エネルギー、投入・排出物量 

排出物質分析 
（LCA・他によるイベントリー分析） 

大気圏排出物質（kg)

環境影響評価 
エコファクター（ｋUBP） 

統合指標算出 
エコポイント 

CO2、温暖化ガス 
CO2 
CH4 
N2O

硫黄、窒素酸化物 
SOx 
NOx

オゾン層破壊物質 
CFC

揮発性有機化合物 
VOC

CO2、NO2

SOx、NOx

ODP

VOC

水圏（地下水）排出物質（kg） 

重金属、廃棄物 
Pb 
Cr 
無害化処理埋立 
地下埋立 
放射性廃棄物 

廃棄物 

資源消費 

１次エネルギー消費 
Coal 
LNG 
Oil

エネルギー 

＊エコポイント（EP）：Eco Point（環境負荷指標）

＊ライフサイクルアセスメント（LCA）：工業製品は、材料を採取して

から、生産・流通を経て消費者の手に渡り、最終的には廃棄されると

いう生涯(ライフサイクル)があります。このライフサイクルの中で生

じる環境負荷を総合的に評価(アセスメント)しようとするのが

LCA(Life Cycle Assessment)です。

＊インベントリ分析：投入された電力、都市ガス、水、紙、化学物質

や排出物質(鉛はんだ、VOC物質、廃棄物原料)をLCAデータなどを使

って、１次エネルギー消費やCO2・NOx・VOC・重金属廃棄物など

の廃棄物として大気圏や水圏（地下水）へどの程度排出されている

か、その排出物量(インベントリ)をインパクトカテゴリー（温暖化ガ

ス、酸性化ガス、オゾン層破壊物質、人間への毒性…等）別に算出

する技法

＊エコファクター：インベントリ分析で求められた各排出物質が環境

にどの程度の負荷（影響）を与えるかを統合的に評価するために設

定された重み付け係数です。

エコポイント法による環境負荷の統合指標化
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YOKOGAWAグループ各社は「YOKOGAWAグループ

環境マネジメント基本規程」に基づき、各社・各事業所

の地域性、事業内容に対応した目標を掲げ環境保全活動

を展開しています。同時に本社工場、甲府事業所、あき

る野事業所の*3サイトがモデル事業所として先行し、

他の事業所を牽引しています。

YOKOGAWAグループでは環境マネジメントシステム

を構築し、着実にシステムを活用して継続的な改善活動

を行なうことを重要視しています。2001年度におきまし

てもISO14001認証取得の各職場において内部監査を行

ない、指摘事項を明確にし改善に努めました。2001年9

月には本社工場、甲府事業所、あきる野事業所の３サイ

トを対象にグループではじめて統合認証を取得しまし

た。統合認証はグループの環境保全活動の質の向上と環

境面での事業連結管理の実践を目的にするものです。一

方、1995年以降推進している「ISO14001認証取得」に

ついては、新たにYokogawa Engineering Asia（シンガ

ポール）が取得しました。個別の環境活動項目につい

ては、モデル事業所の取り組みが他の事業所へ水平展開

することや先進的な取り組み情報を共有化することで着

実に進展しました。

リスク管理においては「YOKOGAWAグループ土壌調

査管理基準」を作成しました。今後、各サイトでは、こ

の基準に基づいて調査を行ない、潜在リスクについて対

応策を立案し実施します。

環境調和型製品の開発は、新たに、「環境にやさしい

材料選定基準」を制定することともに「環境ラベル（タ

環境業務監査 
環境情報管理システムの構築 

環境基本教育の実施 
環境特有教育の実施 

グループ管理基準の制定 

社会貢献活動の推進 

環境報告書の充実 

ビジネスモデルの確立と普及 

設計ルールの充実 
製品の新規開発 
梱包材削減/製品梱包の改善 
グリーン購入・調達の充実 

HCFCの全廃 
トリクロロエチレンの全廃 
ジクロロメタンの全廃 
有害化学物質管理 
鉛フリーはんだ付け技術の確立 

省エネルギー 
省資源 
ゼロエミッション 

環境マネジメントシステムの 
確立・維持・向上 

YOKOGAWA グループ環境方針  

取 り 組 み 内 容  項　目  

環境教育の実践 

法規制の遵守 

資源循環型経営の推進 

環境汚染物質の削減 

環境調和型製品の創出 

環境ソリューション提供 

社会への環境貢献 

環境情報開示 

地球環境保全活動の推進と継続的な改善を図るため、環境マネジメントシステムを確立する。
そのために、企業活動が環境に与える影響を的確に捉え、技術的、経済的に可能な範囲で、
環境目的・目標を定めて取組むとともに、環境監査を実施し，システムの維持向上を図る。 

環境方針の理解と意識高揚を図り、業務遂行、地域活動のあらゆる面で環境に配慮して 
自律的に行動するため、地球環境保全の教育を行う。 

環境関連の法律，規制、協定及び業界の指針等を遵守し、地球環境保全に取り組む。 

企業活動の全てにおいて省資源、省エネルギーに取り組み、さらに廃棄物削減と 
リユース・リサイクルの推進に努め、ゼロエミッションを目指す。 

有害物質、地球温暖化物質、オゾン層破壊物質など，環境に負荷を与える物質は可能な限り
代替技術への転換を図って削減し、環境汚染リスクを回避する。 

資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を考慮した製品を開発、生産し， 
環境負荷の少ない製品を創出し社会に提供する。 

計測，制御，情報の技術を通して，地球環境保全に貢献する、より付加価値の高い製品、 
サービスを社会に提供する。 

地球環境保全活動への参加と社員の自主的な活動を支援し，よき企業市民として社会との 
共生に努める。 

環境方針、地球環境保全活動の情報を開示し、広く社会とのコミュニケーションを図る。 
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イプ ）」適合製品を2機種追加しました。「新規開発製

品のCO2排出量25％削減」という目標については、14機

種の開発を完了し、LCA基準の適用が拡大されました。

省エネ（CO2排出量）は現場のきめ細かい改善の積み重

ねにより目標を達成しました。今後は各サイト統一の指

標による省エネ管理を進めていきます。廃棄物の削減は

ゼロエミッション（廃棄物総発生量の99％以上を循環資

源化することと定義）を目指していますが、第一ス

テップとして埋立廃棄物ゼロの活動を展開し、目標とし

た2事業所では達成しました。第一ステップ達成事業所

は今後は焼却廃棄物ゼロに向けリサイクル率向上の活動

に入ります。

HCFC（代替フロン）などの有害物質の全廃は2001年

度の目標に対しては達成しましたが、まだ使用中の事業

所があることから、品質保証の確認を進め、早期の全廃

を実現します。グリーン購入については「YOKOGAWA

グループのグリーン購入ガイドライン」を制定し、グ

リーン購入率を把握することができるようになりました。

YOKOGAWAグループでは2005年度までの環境目標

プログラムを策定しています。目標達成には高いハード

ルがありますが、計測、制御、情報分野においてリ

ーディングカンパニーとして産業界に貢献してきた技

術開発力とマネジメントシステムによる継続的な改善に

より目標に向け前進していきます。

＊本報告書中での「3サイト」は、横河電機（株）本社工場、甲府事業

所、横河電機エレクトロニクス・マニュファクチャリング（株）あき

る野事業所を指します。

・2001年9月、統合認証取得 

・Yokogawa Engineering Asia 

　（シンガポール）で認証取得 

・100％実施 

・100％実施 

・環境教育体系の見直し 

・廃木材を利用した木工教室 

・植樹運動への参加 

・18サイトに拡大 

・重慶、蘇州の現地法人で環境報告書を発行 

・エコベース・モニタリングシステム 

・土壌・地下水浄化サポートサービス 

・14機種完了 

・環境ラベル（タイプ　）適合製品２機種追加 

・「環境にやさしい材料選定基準」を制定 

・YOKOGAWAグループのグリーン購入ガイドラインを 

策定 

・本社工場、甲府事業所で全廃達成 

・三重事業所、全廃達成 

長野事業所は93％削減 

・化学物質登録審査制度確立 

・両面部分フロー技術確立 

・15％削減 

・60.3％削減 

・甲府事業所、あきる野事業所で埋め立て廃棄物ゼロを達成 

28

30

29

26、27

22、24、25 

 

24 

15

18 

 

 

19 

23

16、17 

 

20、21

・本社工場・甲府事業所・あきる野事業所の統合認証 10、11

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

2001年度  
2002年度の目標  関 連  

ページ 
2001年度実績  自己 

評価 取り組み目標  

・エネルギーCO2排出量7.6％削減（1990年度比） 

・廃棄物58.6％削減（1995年度比） 

・甲府事業所、あきる野事業所では埋立廃棄物ゼロ 

・HCFC：本社工場、甲府事業所は全廃 

・トリクロロエチレン：三重事業所は全廃、長野事業所は 

　1998年度比80％削減 

・化学物質登録審査制度の確立 

・両面リフロー技術確立 

・環境製品設計アセスメント基準とLCAを適用する 

　開発製品を明確にし、改善を実施する 

・リサイクル材料選定基準の制定 

・グリーン購入基準の見直し 

・環境基本教育実施率100％ 

・環境特有教育実施率100％ 

・土壌の管理基準制定 

・具体的な環境問題に対するシステム・サービス、商品の提案 

・社会活動、地域活動の参加 

・データ範囲の拡大 

・YOKOGAWAグループの土壌調査管理基準作成 

・統合4サイト環境業務監査実施 

・環境基本教育実施率100％ 

・環境特有教育実施率100％ 

・YOKOGAWAグループの排水・ 

排ガス管理基準作成 

・エネルギーCO2排出11.1％削減 

　（1990年度比） 

・廃棄物67.7％削減（1995年度比） 

・HCFCあきる野事業所で全廃 

・ジクロロメタン本社工場、甲府事業所、 

あきる野事業所で全廃 

 

・鉛フリーはんだ付け技術の確立 

・環境製品設計アセスメント基準と 

LCAを適用する開発製品を明確に 

し、改善実施する 

・省エネ設計ガイドライン作成 

・グリーン購入率80％（統合サイト対象） 

・具体的な環境問題に対する 

システムサービス商品の提案 

・社会活動、地域活動の参加 

・データ範囲拡大 
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環境保全と循環型社会の構築を目指す事業経営を展開

するためには、適切な環境マネジメントシステムの構築

が不可欠です。YOKOGAWAグループでは、企業理念に

基づいた環境基本理念、基本方針、行動指針を確実に具

体化するために環境マネジメントシステムを構築してい

ます。

1. 環境マネジメントシステムの構築

環境目標を明確にし、その目標を実現し、さらに高次

の目標に挑戦するためにはPDCA、すなわち環境計画

（Plan）、実施・運用(Do)、点検・是正(Check)、経営層に

よる見直し（Action）のサイクルを確立することが重要

です。そのために、事業所（サイト）の事業内容、規模

に応じてISO14001の取得あるいは簡易版環境マネジメント

システムの構築を進めています。なお、2002年3月末現

在の*ISO14001認証取得サイトは国内12サイト、海外6サ

イトで、従業員数はグループ全従業員に対して63%です。

*取得サイトの詳細は、
http://www.yokogawa.co.jp/Environment/

をご覧下さい。

2. 推進組識・体制

グループ全体の企画・調整・統括は、環境保全活動に

かかわる事項について社長を代行する統括環境担当役員

が全責任を持ち、統括環境管理責任者（本社地球環境推

進室長）がスタッフとしての責任を担い、継続的改善に

努めます。各サイトでは、地球環境委員会を組織し、グ

ループの方針に準じるとともにサイト特有の要素を加味

した環境保全活動を展開します。グループ共通のテーマ

を検討する各種ワーキンググループがありますが、各サ

イトでも各種分科会を設け、全員参加・自主的活動を環

境保全活動の基本にしています。

3. エネルギー・環境監視システムの活用

環境マネジメントにおけるPDCAを回すためには、現

状の環境負荷を正確に把握することが必要です。

YOKOGAWAの「計測・制御・情報」技術を結集した

「エネルギー・環境監視システム」は現状把握のための

有用な情報・計測システムで、これを活用して環境保全

とともにコスト低減、リスク回避も実現します。2001年

度に本システムを本格運用を開始した甲府事業所では、

21もの改善提案が生まれました。

環境管理組織 

社長 

統括環境担当役員 
統括環境管理責任者 

YOKOGAWAグループ地球環境委員会 
委員長：統括環境担当役員 

統括環境担当部署：本社 地球環境推進室 

YOKOGAWAグループ各社地球環境委員会 
　委員長：各社で決定 

各種分科会 

省エネWG

廃棄物WG

環境設計基準検討WG

化学物質管理WG

各種分科会 

各種分科会 

本社工場地球環境委員会 
　委員長：本社工場環境管理責任者 

甲府事業所地球環境委員会 
　委員長：甲府事業所環境管理責任者 

資源・エネルギーモニタリングシステム 環境モニタリングシステム 

電力 水・ガス・熱量 作業環境 工場排出環境 浄化状況 

環境計測センサー 

環境管理組織図

エネルギー・環境監視システム
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顕在化すると経営に多大な影響を及ぼすリスクを特定

し、そのリスクを低減するとともに、顕在化した際の危

機管理体制を確立していることは重要です。

YOKOGAWAグループでは危機管理本部を常設し、平時

から危機に備えたリスクマネジメントを展開しています。

1. 法の遵守

今期中における法規制に関する行政による指導、改善命

令、また罰金・科料はありませんでした。なお、大気と水

質に関する特定施設をもつ国内各サイトの管理実績データ

は以下をご覧下さい。

http://www.yokogawa.co.jp/Environment/

2. リスクマネジメント体制

2001年10月に危機管理本部の事務局として危機管理室を

設置しました。危機管理室はホームページによりリスクに

対する広報を行なうと同時に、個々のリスクを扱う部署、

委員会等（安全委員会、衛生委員会、危険物管理事務局ほ

か）に対して指示、指導、助言などを行なっています。こ

れらの委員会等では定期的に各職場をチェックし、リスク

を予防する措置を講じています。

3. 緊急時対応訓練

本社工場、甲府事業所において緊急時対応訓練を行ない

ました。この訓練は環境マニュアル通りに実践できるかど

うかを検証するもので、当該部署だけでなく消防署、自衛

消防隊、診療所も参加しました。本社工場では「ポンプが

破損し、濃塩酸500リットルが流出し、作業者1名が塩酸ガ

スを吸い意識不明」という事故を想定して行ないました。

その結果、情報伝達、ガスマ

スクの装着、応急措置などに

問題点があることが浮かび上

がり、改善策を立てました。

4. 本社旧工場解体跡地土壌浄化終了

1999年に本社旧工場解体跡地の調査を行なった結果、

揮発性有機化合物（VOC）と重金属に汚染されている

ことが判明し、その後浄化作業を継続してきました。

重金属汚染土壌は2000年6月に浄化・処理を終了し、

VOCについては2000年8月から土壌ガス吸引による浄化

を開始し、2001年12月に全エリアにおいて浄化が完了

したことを確認しました。

5. 環境監査

ISO14001取得サイトでは、認証機関による定期審査（第

３者監査）の他に内部監査（第１者監査）、環境業務監査

（第２者監査）を実施し定期的な見直しを行なっています。

（１）定期審査

2000年7月の甲府事業所の定期審査に合わせ、本社工場、

あきる野事業所の３サイトの統合認証の取得を進め、9月

に認証登録されました。

（２）内部監査

内部監査は年１回以上実施し、システム監査、遵法監査、

パフォーマンス監査をおこなっています。

（３）環境業務監査

環境業務監査は、内部監査の三分野に環境政策を加えた

もので、合計287の項目について本社地球環境推進室の

メンバーが監査を実施します。監査後評価し、フィード

バックします。2001年度は、本社と甲府、あきる野、青梅

の各事業所で実施しました。

システム監査 

遵法監査 

パフォーマンス監査 

環境政策 

組織・体制、目標管理、教育、運用管理・是正

などの状況を調べ、システムが有効に機能して

いるかを確認する。 

法規制値の運用と監視（資格・届出・測定データ）

などの状況を調べ、法その他の他の要求事項が

遵守されているかを確認する。 

目標と実績、法則制値のデータなどの状況を調べ、

自主的に定めた運用項目が確実に実行されてい

るかを確認する。 

資源循環型社会への貢献、環境汚染物質の削減、

環境調和型製品の提供、ソリューションの提供、

社会への貢献、情報の公開などの状況を調べ、

環境戦略が有効に機能しているかを確認する。 

環
境
業
務
監
査 

内
部
監
査 

緊急対応訓練のようす

環境監査審査項目
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YOKOGAWAグループでは1998年度より環境会計の

試行を始め、2000年度は対象を海外を含む16サイトに

広げました。また、統合化した環境負荷指標（EP:エコ

ポイント）の考えを導入し環境効率性を計る指標の検討

を進めてきました。2001年度はさらに対象を18サイト

に広げ、またEP算出の方法論を見直しました。

1. YOKOGAWAグループの環境会計の方針

原則として、環境庁「環境会計ガイドライン（2002年

版）」に準拠していますが、以下の点が補足事項として

挙げられます。

（１）環境保全コスト

設備投資の各期の減価償却費の算定方法は、投資の効果

が及ぶ期間にわたる残存価格ゼロの毎期均等償却としま

す。また、計上期間は投資の効果が及ぶ期間にかかわら

ず、投資実施年度から５年間を上限とします。

（２）環境保全効果

環境保全活動の結果、環境負荷の抑制または回避され

た物理量を対象とし、原則として環境保全対策が実

施されなかった場合と比較して実際削減された量を

計上します。ただしこれが困難な場合には、基準年

度と比較した実際削減量を計上します。

設備投資に伴う環境保全効果の計上期間は減価償却費

の計上期間に対応させるために、投資実施年度から

５年間を上限とします。

環境調和型製品の環境保全効果の計上に関しては、製

品のLCA評価結果によると、使用時のCO2排出量の改

善効果が従来品と比べて圧倒的に高いことから、製

品の生涯使用時のCO2排出削減量等を計上します。

環境保全効果は原則として各環境負荷の物量単位で表

すこととし、さらに前述した環境負荷指標（EP）の

削減量を示します。

（３）環境保全対策に伴う経済効果

環境保全活動の結果、実際に得られた収入額、実際に

削減された支出額、及び回避された環境リスクの評

価額を対象とします。

設備投資による支出削減額の計上は、減価償却費の計

上期間に対応させるために、投資実施年度から５年

2

1

4

3

2

1

分　　　　　　類 

環 境 保 全 コ ス ト 

主な取組の内容 投資額 費用額 

内
訳 

(1)生産・サービス活動による事業エリア内で生じる環境負荷を抑制するための環境保全コスト 
１公害防止コスト 

２地球環境保全コスト 

３資源環境保全コスト 

(2)生産・サービス活動に伴って事業エリアの上流又は下流で生じる 
　  環境負荷を抑制するためのコスト 

(3)管理活動における環境保全コスト 

(4)研究開発活動における環境保全コスト 

(5)社会活動における環境保全コスト 

(6)環境損傷に対応するコスト 

合計 

小計 

有害物質代替洗浄 
大気・水質・土壌汚染防止 

省エネ (省エネビル・設置 
コジェネレーション、太陽光発電等) 
HCFC代替洗浄 

紙資源削減（電子化） 
循環資源化拡大 
廃棄物削減・処理 

グリーン調達 

EMS構築・運用 
環境教育 

環境調和型製品開発 
鉛フリーはんだ付け開発 
有害物質代替洗浄開発 

自然保護・緑化推進 
地域社会活動、情報開示 

土壌汚染調査・対策 

（単位：百万円） 

156

60

88

8

0

0

0

16

173

1

8

1,119

54

40

503

8

173

103

230

506

項　　　　　目 

設 備 投 資 と 研 究 開 発 費  

内 容 等  金額 

（単位：百万円） 

当該期間の設備投資額の総額 

当該期間の研究開発費の総額 

環境を含む全設備投資額 

環境を含む全研究開発費用 

14,251

19,158
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間とします。

設備投資以外の環境保全対策による支出削減額は、原

則として環境保全対策を実施しなかった場合と比較し

た実際削減額とし、計上期間は原則として対策実施の

１年間とします。

2. 2001年度の環境会計

YOKOGAWAグループ18サイトの2001年度の環境会計

は表の通りです。

ここに示されるように、環境コストは、投資額173百万

円及び費用1,119百万円、経済効果は1,192百万円で、

個々の環境負荷物質削減量を統合した環境保全効果は、

環境負荷指標（EP）で表すと4,850EP削減されました

（但し、事業エリア内で生じる保全効果のみ計上）。

投資額、費用ともに前年度より抑えていますが、環境

保全効果と経済効果は過去の投資効果の累積や環境調和

型製品開発により前年度よりも上回っています。

3. 環境指標

YOKOGAWAグループでは、環境会計と経済活動を統

合するための指標についても考察を行なっています。こ

れについて現在次の指標を設定し、環境経営を進めてい

く上での目標設定に活用することを検討しています。

環境負荷効率＝売上総利益／環境負荷指標（EP）

環境改善効率＝削減EP／環境保全費用

環境経済効率＝経済効果／環境保全費用

2001年度の環境負荷効率は1.8百万円／EP、環境改善効

率は4.3EP／百万円、環境経済効率は107％です。

ちなみに、2000年度の環境負荷効率は2百万円／EP、環

境改善効率は3.7EP／百万円、環境経済効率は93％でし

た。

3

環 境 保 全 効 果  環境保全対策に伴う経済効果  

内
訳 

(1)事業エリア内で生じる環境保全効果 

・有害物質削減 
・環境汚染物質抑制 

・省エネによるCO2削減 
・フロン類削減 

・紙資源削減 
・廃棄物削減 
・循環資源化拡大 

(2)上・下流で生じる環境保全効果 
　  ・環境調和型製品の省電力によるC02削減 
  　・梱包改善 

(3)その他の環境保全効果 
　  ・環境調和型製品の省資源によるCO2削減 
 
　  ・社会活動 
　  ・地域活動 

効 果 の 内 容  環 境 負 荷 指 標 （ パ フ ォ ー マ ン ス ） 効 果 の 内 容  金　額　 

小計 

 
環境調和型製品開発による材料費削減 
および研究開発効果 
教育効果および教育費用削減 
リスク回避による費用削減、他 

小計 

（単位：百万円） 

合計 

環境負荷指標：4,850EP削減 

48.1tonトリクロロエチレン、テトラクロロエチレン等削減 

189ton 紙資源削減 
1,142ton 廃棄物削減（循環資源化等） 

4,027ton-CO2 削減（電力11,362MWh、都市ガス増分を減量） 
4.64ton HCFC 等削減 

有害物質削減、リスク回避による費用削減 

省エネ・HCFC削減等による費用削減 

紙・水・廃棄物量削減等による費用削減 
有価物売却益 

6,950ton-CO2排出量削減（環境調和型製品の生涯使用換算） 
10ton梱包材削減 
 

256ton-CO2排出量削減 
（環境調和型製品の製造時の材料節約） 
2,054人の環境見学者（甲府事業所） 
ゼロエミッション活動の推進（甲府国母工業団地） 

環境負荷指標：4,850EP削減 

梱包材リユース等による費用削減 

合計 

604

247

261

96

18

 
 
412 
141 
  17 

570

1,192

＊2

＊3

＊1

＊１：遵法・環境リスク回避効果として客観的に算定が不可能な場合

は、監視測定費・設備投資の減価償却費相当額としました。

＊２：環境調和型製品の省資源効果として、従来品と開発製品の材料費

差額×年換算販売台数とした。また、研究開発投資の付加価値と

して、開発費相当額を計上しました。

＊３：環境教育投資の付加価値として、教育費相当額および外部講習・

コンサル料削減額を計上しました。

項　　　　　目 

環 境 ビ ジ ネ ス 製 品 売 上 と 売 上 高 総 額  

内 容 等  金額（内　環境保全分の割合） 

（単位：百万円） 

環境ビジネス製品売上高 

当該期間の売上高の総額 

環境ビジネス製品（水質浄化・大気保全・廃棄物処理等）、など、もっぱら社会的な環境負荷低減に寄付する製品・システムの当期売上高 

環境を含む全売上高 

20,883（8.7％） 

241,391（100％） 
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環境保全活動を効果的に進めるためには、環境会計

における数値（コストと効果）とエコポイント（エコ

ポイントについては７頁を参照下さい）を統合して定量

的なデータに基づき意志決定をすることが有効です。

YOKOGAWAグループでは、こうした手法を活用して環

境経営を推進しています。

1. 環境プロジェクト評価の目的と評価

環境保全活動の戦略的意思決定には、経済性と環境効

率を考慮した環境投資の選択、環境施策の優先度の決定、

さらに実施した環境保全活動の評価が常に必要です。こ

れらを定量的に把握・評価するのが「環境プロジェクト

評価」です。YOKOGAWAグループでは、個々の環境

プロジェクトに対し「プロジェクト別の環境会計」を導

入して「環境プロジェクト評価」を行ないます。これは

個々の環境プロジェクトやサイトの環境保全活動を経済

面と環境面を統合して評価するもので、このプロジェクト

の実施結果の評価を集合したものが「サイトの環境会計」

に統合されます。個々の環境プロジェクトの評価は環境

経済効率と環境改善率（EP0［改善前のEP値］／EP［改

善後のEP値］）の2軸で行ないます。環境経済効率が1以

上でかつ環境改善率も1以上が積極投資となり、一方が1

以上で他方は0.8～1未満の場合は試験投資で改善努力を

要するとの評価になります。その他は投資禁止で代替技

術を検討することになります。

2. コジェネレーション導入の評価

プロジェクト評価の一例としてコジェネレーションの

導入例を示します。環境経済効率は1.39となります。環

境改善率は、日本の平均電力と比較するとEPは125増え

0.8となりますが、火力発電と比較するとEPは193少なく

なり1.29となります。この結果導入を決定しました。

環境経済効率 （効果/費用） 

経
済
性 

環境性 

環境改善率 
（EP0/EP)

火力発電基準 

コジェネレーション 

環境プロジェクトの投資判断 
〔環境経済率ｘ環境改善率≧1〕 

○：積極投資 
△：試験投資→改善努力 
×：投資禁止→代替技術を検討 

注 EPで評価できないものは別途考慮 

〔投資回収≦５年〕 
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